平成２０年８月２０日
知的障害者の入所施設問題に関する意見

北澤清司（高崎健康福祉大学）

　２月15日の東京都障害者施策推進協議会第１回総会に出席して以降、病気療養中にて、専門部会に出席することがかないませんでした。８月８日専門部会に当日配布された「起草案」が郵送されてきて、それを拝見し、第１回総会にて自己紹介で、本協議会に参加するにあたって、最大の関心事は、知的障害者の居住の場の問題であると発言しました関係で、意見を寄せさせていただきます。

　ご承知の様に、知的障害者福祉は、昭和35年「精神薄弱者福祉法」で「精神薄弱者援護施設」（現・知的障害者更生施設をその内容としていた）が位置付いて以降、昭和43年に通所形態の施設を認めたものの、昭和40年代後半から昭和50年代にかけて、通称「地方コロニー」を象徴とする入所施設を軸に、量的拡大、すなわち知的障害者入所施設福祉資源整備を図ってきました。特に、入所施設新設にあたって、社会福祉法人の自己資金の捻出をめぐって、家族の経済的負担も、加えて自治体等への働きかけへの家族の関与も含めて、他障害に比較して非常に目立つものでした。そして、入所更生施設も入所授産施設も「滞留化」といわれる中で、「生涯施設」的性格を強めてしまいました。平成12年（社会福祉基礎構造改革で支援費制度が法制化された）の時点で、知的障害者・児の約３割の方が入所施設を利用されていた状況にありました。生活施設とされる身体障害者療護施設が、重度の身体障害者の方の約２％であったのに比較して、知的障害者の入所施設依存の性格が際立っていたといえます。平成９年身体障害者福祉審議会・中央児童福祉審議会障害福祉部会・公衆衛生審議会精神保健福祉部会・合同企画分科会「今後の障害保健福祉施策の在り方について（中間報告）」で知的障害者の「生活施設」が提言され、保護者・施設関係者の大きな期待となりましたが、関係者からも「ほとんどの入所施設が、種別を生活施設に転換する」等の意見もあり、社会福祉基礎構造改革の波の中で、幻と消えたのは、次に触れる脱施設化の動きへのきっかけとなりました。すなわち平成14年の長野県西駒郷改築検討委員会報告（小生が委員長）による地域生活移行と定員削減を提言しました。続いて出された同年の宮城県社会福祉事業団船形コロニー解体宣言は衝撃的でした。翌平成15年には国立コロニー独立行政法人化検討委員会報告（小生も委員）で、４年半の期間の目標として３割ないし４割の利用者さんの地域生活移行をうたったのでした。さらに、平成16年宮城県浅野知事による、みやぎ知的障害者施設解体宣言で、脱施設化・施設解体の潮流が形成されたのです。潮流ができたものの、西駒郷（平成14年度から）と船形コロニー（平成15年度から）は、平成19年時点でほぼ半数の利用者の方が地域移行を果たしていますが、全国的にはまだまだの状態です。今年３月の主管課長会議の資料によれば、平成17年10月１日から平成19年10月１日の間に施設から地域生活への移行が、6.7％という数値で示されていますが、新入所者を迎えているため、実質的には0.3％の入所者減という状態にあります。平成18年障害者自立支援法が施行される中、法の抜本的見直しを求める動きの中で、全国知的障害者施設家族会の発言が目立つようになりましたが、前述の実質的数値の意味の背景が覗かれているといえます。いずれにしても知的障害者福祉の入所施設依存の状態は脱却できていませんし、身体障害者自立生活運動の示した歴史的な重みも、保護者、入所施設関係者を含めて知的障害者福祉領域では捉え切れていない状況にあるといえます。方向性とすれば、地域生活移行を進めていく、入所施設を減らしていく、ということは、理念的に掲げる必要があります。

　しかしながら、大都市である東京都の場合、前述した知的障害者入所施設福祉資源拡大の時期に、建設する土地問題を大きな課題として、その場を三多摩地域、都外に求めることで対応せざるを得なかった、という事情にありました。平成14年の都立福祉施設改革推進委員会報告（小生が委員長）は、都立福祉施設（高齢者施設・障害者施設・児童養護施設）の民間移譲を提言したものでしたが、そこに至る論議の過程において、都立知的障害者施設を巡る課題から発して、大きく問題とされたのは、知的障害者の夜間対応が23区内で難しい現実でした。当時、他道府県で進行していた障害保健福祉圏の設定も、三多摩地域の入所施設を基点とすると扇状に地域を分けていくような現実的でない設定しか想定できず困難とされたのでした。そこで提起されてきたのが、23区内における入所施設の新設は必要との考え方を、国に要望していくということであったと思います。地域生活移行を声高に叫んでも、入所施設から戻れる地域になっていない、という壁を認識したということであろうかと考えます。最低限の夜間対応のできる居住の拠点をつくり出すことによってという想いが、時間の経過を経て、やっと平成18年８月の提言に反映されたと理解してきました。

さて、前回提言以降の状況を勘案すると、前回の次に掲げる提言は、達成できておらず、今回の提言においても、文言の変更はあるにしても、その要旨は、東京都という大都市における地域生活移行のために書き込まれることを要望します。
記

（１） 地域居住の場の整備と地域生活移行支援

イ 地域生活移行支援

【都外の知的障害者入所更生施設利用者の地域移行支援】

○ 都外施設利用者の地域移行については、本人の希望を尊重し、都外施設所在地のグループホーム利用希望のほか、都内に移り住むことを希望する者については、その意向を踏まえ、都内のグループホームへの優先的な受入れ促進策を講じる必要がある

○ あわせて、都内に移り住むことを希望する者と受入れ可能なグループホームとをマッチングするコーディネート機関を常設し、可能な限り希望する地域での居住を実現する仕組みづくりが重要である。

○ また、東京都は、都外施設所在地での生活を希望する利用者については、都外施設所在地の自治体及び施設運営事業者との協議により、施設所在地のグループホーム等への移行促進に取り組む必要がある。

○ さらに、地元自治体や事業者との協議により、都外施設を利用する都民の地域移行に伴い生じた利用枠について、施設所在地の利用者に還元することや、都外施設そのものを、グループホームをはじめ、通所施設又は高齢者施設等の地元の社会資源に転換するなどについて検討する必要がある。

エ 地域生活支援型入所施設の整備

○ 東京都は、「障害者地域生活支援緊急３か年プラン」に基づき、入所施設の待機者を解消するため、グループホーム等の地域居住の場の整備とともに、「地域生活支援型」の身体障害者療護施設と知的障害者入所更生施設の設置促進に取り組んできた。

○ これにより、これまでの長期間に及ぶ入所利用や２４時間一体型の支援施設から、地域で、必要な居宅支援サービスを組み合わせて利用しながら生活できるように、期限を定めて支援する地域移行促進型施設への転換が図られた。

○ 同時に、ショートステイや２４時間相談の機能、今後ますます増加するグループホームへのバックアップ機能などを必要としている２３区内における基盤整備が進んだ。

○ こうした「地域生活支援型入所施設」は、以下のような支援機能を備えることが必要である。

① 創設する場合には、可能な限り定員を小規模とし、既設の施設で数十名の定員の場合は、可能な限り個室利用を促進し、限りなくグループホームに近いユニット（小規模生活単位）型を目指すこととする。

② 入所者には、夜間の生活の介護・介助のサービス提供を基本とし、昼間は可能な限り施設外の地域の日中活動の場を確保して、グループホームへの移行を円滑にする条件を整備する必要がある。

③ 自活訓練事業等の実施により、入所者の地域移行支援のノウハウの蓄積を重ね、入所後一定期間を経過した利用者の地域生活移行を促進する。

④ 施設所在地周辺の在宅障害者等に対して、可能な限り障害種別を越えて、２４時間相談、緊急時短期入所利用、グループホームへのバックアップなどのセーフティネット機能の整備を図る必要がある。

⑤ 都外入所施設から都内に移り住む希望を持つ都民の受入れを進める。

⑥ 家族等の介護や居宅サービスによる支援だけでは地域生活が困難であり、入所施設における支援が真に必要な重度・最重度の障害者の受入れを進める。

とりわけ、強度行動障害を伴う重度の知的障害者については、介護・介助等の支援が最も難しい時期に、安定した生活環境と安心感を与える専門的支援を提供できる生活支援機能を持つ入所施設（あわせて、日中活動の場及び短期入所サービスを提供する。）が求められており、「地域生活支援型入所施設」への受入れを推進していく必要がある。

この場合、入所施設での専門的支援との整合を図りながら、可能な限り、地域の通所施設の利用を促進していくことも大切である。

○ 今後は、こうした「地域生活支援型入所施設」と、地域居住の選択肢として引き続き推進すべき重度障害者向けグループホームの重層的整備を基本とする必要がある。

○ 「地域生活支援型入所施設」の新たな整備については、都内の未設置地域において、専門的支援の必要性や緊急性が高い最重度・重症者を受け入れるなど真に必要な場合に限って認めていく必要がある。

○ 一方、多摩地域西部に偏在している従来型の入所施設においても、自活訓練事業や、施設所在地周辺の在宅障害者へのサービス提供に取り組むなど、地元区市町村の住民ニーズを踏まえた多様な地域生活支援機能を備えた「地域生活支援型入所施設」への転換を図るよう、東京都は地元区市町村の施策を支援することが必要である。

○ 都内・都外にかかわらず、既設の知的障害者入所更生施設等を運営する事業者においては、老朽改築時等に「地域生活支援型入所施設」への転換に取り組み、入所者の地域生活への移行を促進するために、あわせてグループホームの整備を促し、中期的に入所定員の縮小を計画的に進めることが必要である。

○ 東京都は、グループホームの重点的整備を推進するとともに、中期的展望に立って、知的障害者入所更生施設等の定員の計画的な縮小に向けた基本方針を打ち出す必要がある。
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